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インドU.P．州1950年土地改革法について (4巻8号の続き）

2. 補依金と再生補助金

ウックル・プラデシにおけるザミンダーリー廃止tこお

いて，もっとも厳論が紛nl}し，最後にはインド中央政府

をして磁法改正という非常控脱を採ることを余俊なくせ

しめたのが，この補歓金の問姐であったので，法の語条

項の解説にはいるil「iiこ，ザミンダーリー廃＿：!:委且会の勧

告，州政府のそれに対する態）笈，法案の邪磁過程：こおけ

る前淡論点を要約して述べることにする。

まず紋初に原則的な1!！J題として，補飢金を支払うべき

か否かについでは，当II!j会蔽派内部においても慈見が分

かれており，大勢は支払うべきことに同滋していたが，

会議派社会党，特にロヒアを指郡岩とするグ）レープは，

補il'〖金なしの没収を主張して，会議派主流に対立してい

た。これが会議派社会党をして，後年全インド社会党を

結成して，会設派から分雌せしめる•一つの機緑となり，

州議会：•こおける法案の審議過程において，この社会党と

旧地主党を改組し，再紺された民主党(1)二つが会議派に

対する反対党として現われることになった。

会議派主流の考えは，公正な補散金の支払いを原則と

して認め，それを州の財政状態と考r.~ してどの程庇1こ押

えるかが主要関心であった。首相パントを設長とし，財

務大互フクム・シング，財務政務次官ナャラン・シング

（現在の股菜大1社），その他会議派の有力党員を主要メ，

ンパーとする，ザミンダーリー廃止委員会は， 「われわ

れは二つの極端な方法，すなわち補tit金なしの没収と市

場（価格による補償金の支払いを論じてきたが，それはい

ずれかがわれわれにとってnJ能であるからというのでは

なく，一つは非実際的であり，他は財政的に不健全であ

ることを示すためであった。当委具会が設匠される扱緑

となった州識会決議は“公正なる補償金＂支払いに姑づ

く取得計画を郡伽するようにと，われわれに命じている。

＂公正なる補依金’＇とは何であり，それを決定するに当

たって，いかなる諸要因を考磁せねばならぬかが，われ

われの決定すぺきことである」 (t~ l)と述べて，補散金額

決定に当たっての指渫原則として．つき・(J)2項目をたて

た(Hi2)。すなわち，

(1) 取得される仲介人に相応な生計を保証すること。

(2) それ；•こ含まれる財政上の炊担を負う州の能｝J 。

±地の市場低格に晶づく補散を排して，相応な生計の

保証，いわば仲介人の純所得hliiit方式を採用せしめた論

拠は，明らかには述べられてはいないが，第1章で言及

しておいたインドの地主の 2重1生であった。すなわち，

仲介人と呼ばれるクラスは，政府の地租在定額に同邸し

それを納入するかぎりにおいて所有権を卒受し，また語

公課の徴収にあたり，その一定阻合を手数料として収得

しており，いわば政府の税務機構の求端槻l対としての役

割を栄たしていた。イギリス統治の初期においては，政

府の評価した地（t総額の90％が地租として仲介人を油し
て徴収されていたが，一つiこは地主の自作を奨励するた

めに，また後年は土地に対する人口圧力のJw}JIIに伴って

地代が尚くなって，小作人の負担に耐ええないような貨

娯が発生したため， J也代額に対する地租要求額の糾合を

源次低くする政策がとられ， 1833年に66%,1855年に50

%, 1929年には40％に定められた。この最後の率がザミ

ンダヽーリー廃止時；こおいても有効であったが，それを定

めた1929年述合州地租（修正）法には， 「地私の削額は

いかなるマハールにおいても梢滅する要求額の3分の 1

を越えてはならない」との規定があり，その1団に地租改

定の行なわれた地域においては，その地代総額に対する

割合は36%）拇後であった。しかし，このような措骰も地

辿合州における地代および地租 （単位： 10万Ivピー）
--------

ニドー地代要求額 l竺竺巴竺1i畔利益
1893~94 1,224 593 631 
1898~99 1,236 619 617 
1904~05 1,383 640 743 
1909~10 1,508 649 859 
1914~15 1,632 651 981 

1919~20 1,784 677 1,107 
1924~25 1,867 690 1,177 
1929~30 1,940 703 1,237 
1934~35 1,881 712 1,169 
1939~40 1,810 702 1,108 

1942~43 1,717 682 1,035 
1943~44 1,737 681 1,056 
1944~45 1,753 682 I,071 

（注） Z. A. C. Reportには各年次について数字が
与えられているが， ここではその一部を引用する

にとどめた。

（出所） Z. A. C. Report, vol. I, pp. 86~87. 
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代串の減少をもたらすことなく，仲介人の利益をJIY1大さ

せたにすぎなかった。これは創Itr．あげた表の地代評価額

と地租要求額の数字により明らかである。

したがって，ザミンダしーリ←9廃止委且会は，つぎのよ

うに主張することができた。「行政機構が不完全であり，

地主の分与額が低率であったときに｝t,いかなる考i品が

ありえた1こしても，今や地代微収以外になんらの機能も

呆たさない機溝を維持すべさいかなる」て当性も存在しな

い。 1941~45年の統計によると地租6820万）レビー，語公

課 710 万Jレ l：：゜ーを徴収するために， j•li政府はその徴収l•こ

当たる地主悧jl位を維持するためtて． 1{唸ルビー以上を1,iし

ている。いかに浪毀的な人といえども，後収額の 1.5倍

の11(用を要する機構を維持しないであるう」 m.3)。

それゆえ，これら仲介人に，「柑応な生計を保証する」

補U'［金を支払って，和ンダーリー1!jjJ且紐語JI-:．すること

に痰存ないとしても，地租のWI収分をもってしてはす
べての仲介人に，廃止時の純所得を補fitすることは不•nJ

能である。そのため，阿委員会は，年々の地租妍収分を

もって支払いうる限l虻内に補fft総額を押えるために， 41’
介人を地私納入額の規校に応じて10等分して，そのおの

おのyしなる倍数を適用することを提案した。 ［小ザミン

ダールの経済的状態1•まシールおよびフトカーシトに依存

している。かれは本鉗的に耕作者であって，地代取得者

ではない。もしかれのシールおよびフトカーシトが，わ

れわれの船案するように，かれに確保され，そして補依が

より翡い倍率で支払われるならば，ザミンダールの98.51

％が苦拉［こ陥らずに済むだろう。実認こは，かれはザミ

ンダーリー海jLによって得るところがあるだろう。なぜ

ならば，土地のガト作者と佳1家との「E接(l':J接舶によって，

大小規校の土地改良および土地淵墾事菜が刺激を受ける

ことになるだるうからである・・・・・・中略……。

店および地位において拍宙を受ける唯一の人々は年間

250ルビー以上の地租を納入する地主約3万人である。か

れらは地主全体のわずか 1.49%，全人口の0.054％を占

めるにすぎない。かれらの多く，特に500）レビー以上の

地租を納める和・t.，再生のために補ritとしてヤ分な額を

受けることになろう。年間250ル1：：゚ーから500ルピ ーの問

の地租を納入する地主1万6800人の場合には，われわれ

は比哨交が1大きい倍率を用いた。かく Lて担也をできるだ

け少なくするために能う限りの注双が払われた。しかし

ながら，むI害は生ずるだろうが，それはより大なる社会
の利益のために避けられないことである」（應1)。

このようにして，同委i1会：．i, 地利納入額規松りlj;•こ，
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補f［国に達するための純即砂．）倍数をつぎ(/)ように定め
た(i.l::5)。

ー•-----・--・・・・・---
邸 l名liによるザミソダールのカテゴリー •I 令ii ti,t 甜I
-・-・・--・----

I 25,ンピー以下 f.：tm砂 25(ff;:)
25ルピー以J: 50ルピーを越 ，， 22.5 

JI えないもの ，， 20 
n[50  H 1(）0 19 グ 17.5

V 250,, 500lII,9  12.5 
JV 100 11 250,, I n 15 

VI 500 " 2000 II 
,, 10 

VII 2,000,, 3:5OO 、9 II 9 

¥'D3,500 11 5,000,, 
I/ 8 

IX 5,00° " •10,OOO II 
X 10,000ルビー以J::

••一・··--・-.....．ー・・ ．．．．．．．．．．．． 

（注） 地租額が10,000ルビー支払われている七地の

範沢迩については 8倍と，それを訥えるIt打疱から
の純所得の 3倍。

阿委員会の卯．定によれば，納入池租額規捩別によるイl|I

介人の数，それらの粗狡産，それから，（1）地租額，（2）地

租の14~15％と邸IHされた語公課，（3）粗沢般の 5~ln%

と推定された経営費およびl饂不可能な地（国納分の合

計糾を除した純麟は次表のとおりである（注6)C

（！饂： 10万ルビー）

地租額 J必朕 j竺認い］応五It生lm訛i純沢殺
—..._,- ：ー••••一l.. ．
. 1,710,5201 2801 130150 

凪：璽：,1,:i置璽己晨
25）レビー以上50ル 1 

142,8901 1認 67I 74 
ピーを越ぇないもの

500 11 2,000 11 I 10,929 切Y: 147]幻
2,0(}'J I, 3,500,1, 1,223, 89: 50 39 
3,500 I1 5,000 I1 428! 55, 31 24 

10,000)レピー以上 1 390; 421 237 184 
5,000,,10,000 11 I 414; 801 45 I 35 

..—--—•...----—-I...--—·—--•...-.... .. 

-.—·--＿竺·---［三°豆，7。翌11,8771 竺．I—-915
地和額規楼別の仲介人の純狩産額に上記の倍数を乗ず

ることによゲC, fi-'~]委n会iま補飢金総額な 13億6160万

ルピーと灯出した。この額を，年Iii]利子率2.5%の旗渡

可能な公俵によって， 40年にわたって支払うならば，年

々の利子致担は約3400万）レ tクー，それに依面：金その他(J)

語径牧を加えても，ザミンダーリ・ガ廃止後に予想される

年『fl地租純削収分約6600Jjルピーをもってして，容易｝こ

支払いうる，という {I)が，同委只会の勧告であった。こ

れに付け加えて，一時に多批の流通可能公設を発行する

ことにより，インフレーションを促進することを癌念し

て，地租として年問2000ルピー以上納入する:J'i・の場合1,．よ

2000ルビーに応ずる補飢金額までは，流通可能な公h'i［こ
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より，残額ほ協Ilij組合銀行に定期頚金として，強庸1JIt-i'荼

させることを提案した。

これに対し9.l1.h：：ヒ側がどのような反応を示しただるう

か。 1946年8月8日に州議会において， 「ザミンダーリ

ー降ll：決雌」が採択されて以米，イギリス統治llii代にア

ウド州，アーグう州の大地主たらの社交激1対として存在

していた，アウド・プリティッシュ・インディアン・ア

ソシエイション，アーグラ・ザミンダールズ・アソシェ

イシ a ン 1,•よ， 「ザミンダーリー靡ILほ，小作人の利益と

なるどころか，かれらを小'j'.f吏の袋船こし，股業を改笹

もせず:lflに絡栄をもたらしもしないゆえに，できるかぎ

!)の手段をもってその廃止に反対することを主要目的」

とする述合州ザミングール述合を結成して， ttir付各地に

おいて，小ザミンダール，小（乍人のI冊1で官伝活勁を続け

ていたが，ザミンダーリー廃l卜委具会の報告＿iりが公刊さ

れると，ただちにそれに対する反論を公にした。その主

ー要な論点は，（1）納入地租額規校別の格殺倍シェデュール

の不当性，（2）公依によるhlij・it金支払いは，補tit金そのも

0)ではなく，補償金を受け取る権利を与・えるにすぎない

こと，であった(t.1:8)。

この当時は， ~l;lj滋議会において，新憲法の祁案が作成

されていたときで，いまだ辿憲という問題1な生じていな

かったが，いずれにしろ新磁法において私イj財産の不可

侵性が規定されることがり］らかであり，州政府は将来の

法律上の困燐を避けるために，補fit金を現金で一時tこ支

払うのが蔽上の策であると考えて， 1949~50年予冗の作

成に隙して，ザミンダーリー廃止苗金を創設して，前年

股剰余金から1000万｝レビー総り入れると同時に， 1，店棠小

作人（特権取得）法案を提出して，アウドの特別条件で

保有する小作人， 111所布小作人，占有小（乍人，世淡小作

人，占有者および1939年述合州小作法第47条第4節にお

いて言及されている又小作人に対して，一時払いの場合

には，その地代の10倍相当額，分頌払い（最初の払い込

み年月日に応じて， 4回， 3回， 2回の 3通りあったが

汲終期限は1952年6月30FIであった）の場合にほ， 12倍

相当額を州公PI｛に納入することを条件に，（1）追い立てか

らの保淡，（2）現行地代を半減すること，（3）迫酋による誤

渡，売買，担保設定またはl!r1与による移転の権利を与え

ると約束することによりほ9)，その納金をもって17{CT:）し

ピーを目探額とするザミンダーリー廂lヒ甚金を渋tこそう

と邸図した。この法律によって，政府が何を逹成しよう

としたかは， 1949~50年予符案を説明した，州政府首相

パントの油説に明らかであるので，少々長いがつぎに引

用することにする。

「われわれが試みようとしているガえは，小作人のJtj:

裕がザミンダーリー 9iCI|•ル恥金；•こ勁員されるべきである，

ということである。その地（し9J10（音相当罹iを納入するI！ヽ

作人は，現在地代として納めた額の50％の減額を受け，

その額の半分のみを地租として図家！こ納めることになる

う。この計圃ぱ， i杖在している剰余Iし'1籾'{})を 1カ所に北

め，仲介人の除去および）：悶恕終栄の復活のために用いら

れることになるう。それは， iti喘を生旅的諸胆(f・）にlijけ

て，インフンーションに対し健全な抑圧力を加えること

になろう。 ii1公Jilfの財政または侶用になんらの緊張も生

ぜず，補trtの問題tt、すぺての当事者の満足のいくよう i•こ

解決されることになろう・……（中JJft)……。この法案（股

棠小作人—特椛取得一法）は，大部分の小('f-人によ

るかれらの地代の10（音相当額の自発的窃与を規定するも

のである。そのような納入により，かれらはいかなる恨

拠による追い立てからも，完全に保殴されることになろ

う。そしてかれらの地代は半減されることになろう。か

れらの地代の残額は州政if.fiこよって支払われることにな

るう。これば」I••実上，ウックル・ブラデシ・ザミンダー

リー 9焙JI••および土地改』＇f．法案において， f:ll設を予定され

ているプーミダーリー権の実質を•J!ll座に与えるものであ

り，ザミンダーリーが廃止されるや否や，かれらは正式

にその地位を得ることになろう(ft10)。

州政府がザミンダーり一廃．ll；および土地改4’;．法案を議
会に提！J.iした1949年8月には，．I-．述の股業小作人（特権

取得）法が施行されて，ザミンダーリー廃止邸金の獲得

巡勁が開始されたばかりで，どの程股の金頷が得られる

かの品通しが立たず， h|iiit金の支払い方法に関してはな

んらの規定も含められなかった。

もう一つ，政府がザミングーリー廃止委員会の勧告に

修正を加えた点は，同委且会：こよって提案された納入地

租額規模別の格船（背シェデュ・・ルをしりぞけて，補tit金

を純序t産の一tit8倍相当額とし，その代わりに納入地租

額年1月1万Jレビー以下のザミンダールに対し， 1倍から

20f•音にわたる再生補助金を与えることを規定したことで

あった。これは格差付補(It金に対する法律．l：：の困雉を前

もって回避するために案出されたものであった。それと

もう一つの慈図は，再生補助金という名において，特に

納入地租額250)レビー以下のザミンダールに対して，突

例J.:ザミンダーリー廃止委員会の勧告よりも商い倍率の

補供金を支払うことを約束して，大ザミンダールによっ

て組枇されていた反対迎動を弱めようとすることであっ
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た。

しかし，会滋派の迎動貝，地方官吏を勁員して，小作

人の説得に当たった政府の努力にもかかわらず，ザミン

ダーリー廃止甚金に対する小作人の寄与は少なく，ザミ

ンダーリー廃止法案がすでに下院の第2読会を通過して

上院において審議されていた1950年11月に，甚金への術

与額はH椋額の 1割にもみたない 1(,!}．3000万）レビーにす

ぎなかった。ここに至って，補慎金の支払い方法に関し

て， 「現金または公飲，または一部視金，一部公h'tによ

るJという修正案が提出，可決された。

このようにして， 1951年1月18日に州狼会において没

終的に通過成立したザミンダーリー廃止および土地改革

法は，同年1月24日tこ大統領の承認を得たが，地土側

ぬ 1950年1月26日に旋行された新しいインド憲法によ

って， i司法が，第 1'財臨の強制収用を規定した斑法第

31条の規定にある「公共の目的」に合致しないこと，第

2,再生補助金はカモフラージュされた補餃金であり，

悌4条の規定する法の1]Ijにおける平笞を侵祁するもので

あるとして，アラハパード裔等1泌判所に告訴した。この

ようなケースはウッタル・プラデシのみならず， ビハー

ル，マディヤ・プラデシにも生じ，特にビハールの場合

にはその土地改i'；．法がパトナ沿j等裁判所tこおいて述憲で
あるとの判決が下されていた。このような事態に『国し

て，会成派中央政府は， ii肌滋議会の延長であった暫定蔽

会において，滋法のi街Eを図った。 1951年7月18日，滋

法（第1次改正）が成立して，第31条，財旅の強制収用

に渕する規定に 2項月の作正が加えられることになっ

た。笏31条B項にはつぎのよう1こ述べられている。 「第

9付ltUlこ規定する法律および規則またはその規定iな(:::.

の中にウッタル・プラデシ・ザミンダーリー廂止および

土地改革法も含まれている）これらの法律および規則ま

たはその規定がこのh祖こよって与えられる権利とjiiij立せ

ず，またはこの紺の規定によって与えられていた権利を

除去し， もしくは11fi限するという理由で無効とみなされ

ることはない。また，当該法律および規則は，それと矛

盾する裁判所の判決決定またば命令にかかわらず，それ

を廃止し，また改正する権限のある立法府の権能の制限

の下において効力を持浣する」（庄II)。

このようにして，汲高裁判所において紛争中であった

ウック）レ・プラデシその他諸州の土地改革法はすぺて，

裁判権限外に岡かれることになり，ウッタ）レ・プラデシ

においてはそのサミンダーリー廃止および土地改革法は

1952年7月1日（股業年の開始時）をもって施行される
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i•こいたった。

以下，補償金および再生補助金の決定方法およびその

支払い方法に槻する諸条項を紹介することにする。

1. 補償金

その権益，権利が州政府によって取得されるすべての

仲介人は補fft金を受け取る権利を有し（第切条），そのよ

うな補飢金：こ対して，帰屈日から起符して，（1）現金で支

払われる楊合には， h|ii1'［額の決定日まで，（2）公iltで支払

われる楊合には，公{i,iの依述日まで，年率2.5％の利子

が支払われる（第28条）。

補償額の決定がおくれた場合には，中間補fit金が支払

われる。すなわら，第21条の規定によれば，仲介人に対

して支払われるべき補('it金額の評価が帰屈日から起符し

て9カ月以内に決定されない場合には，当該仲介人のf|l

詰に茄づいて，州政府ほ定められる規樅および方法で，

中問補t!tの支払いを命令することができる。

ついで， h1iiit額の評価．決定の手続きに関する規定に
移る。

補fit額評価のために，補供官が任命されて，その管桔
区域l]、Jにある，第4条に基づい口（取得される地所に対す

る補trt金の評価，その支払いに憫するすぺての手続きが

かれによって監督される（第31条）。

補fit官は最初に，仲介人の取得されるぺきマハールに

I災して，汎l狩産一既表を作成する（第38条）。粗狩並の邪

定に当たってほ， 1948年7月1ヨ以降になされた，地代

の変更，売買，）陪与による移ii辰（第22,23条），また地租

の経滅，仲介人が受け取る椛利のあるよりも多くの再生

補助金を受け取ることを目的としてなされた，いかなる

契約または協定も無効とみなされる（第24条）。

マハールの祖査産とほ，つぎのような所得の総計のこ

とである（第39条）。

{1〉(u) 小作人，下級所有者，岡ll所有者，永代保有椛

所持者，アウドの永代借地人，魯Il月1地代率での被賠

与者または林地保布者によって，またはそれに代わ

って，

Ci) 現金で，

(ii) 現物，または一部現物，一部現金で支払わ

れている場合には， 1930年迎合｝Ii小作法の諮条項：こ茄

づいて換党された。

諾公課村税を含む地代，

(b) 111：製権の帰屈しない，すぺての仲介人によって

悟人的に枕作されている，または仲介人林地，フトカ

ーシトあるいはシールとして保布されている土地に関
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しては，類似の土地の旧所イf小（乍人に恣｝11される地代

率で符定された額，

(i) (l)lf_l:製権の保屈するシールの扮合に（な，世

痰地代率で符定された額，

(ii) 第17条で言及された（すなわちパックー・

グワ・・ミーまたはイスタムラーリ・心に基づいて保村

されていた）シしー・ルの場合には，その小作人によっ

て支払われる地代，

(C) 第6条(a)項に基づき州に帰屈したハット，ハ:-・

ザール，・メーラ一および説！場からの所得を含むサヤ｀―

ル，これは帰屈日直前の10此棠年l~llの所得合計の10分

の1に等しい額とする。

(d) 帰屈日「在前の4C蒻棠年1Hitこ， 1IIに帰屈した住肘・

地の地代から得られた年平均所得。

(c) (i) 補飢官が適当とみなす， 20ないし40此菜年

|lりの所得に甚づいて，

(ii)泊｝屈日における森林の年liiji仰塙に砧づいて

卯定された，森林からの年平均所得，

(f) 9KIl.l，鉱物に対して特許権料が支払われ＿Cいる

場合には， ~i}屈日の含まれる［姜菜年以前の12戯梁年の

問，またはそ0入ような統計の整理されている， より短

い期間について，諾公課または所得税の評価のために

中介人によって墜理された統計に括づいて努定された

特許椛料からの年1J..約所得。

（笥特許権料が支払われていず，鉱山が-f:11介人によ

って直接経営されている場合には，（f）項に規定された

と同じ方式に甚づいて符定されたそのような鉱山から

の年平均所得。

(2) マハールが 1カ村以上にわたって存在する地域か

らなっている場合には，（1）項の規定は，各村に存在する

部分が11t1月ll（内マハールとして取り扱われて適用される。

ついで補iit官は，所定の方式に従い，かれが使利と且

なすとこるに応じて，一つまたはそれ以上のマハールに

梵するすべての仲介人の権益に凋して，補依森定台ik罪
案を作成せねばならぬ（第40条）。この台板に注つぎの語

項目が示されねばならぬ。

(o.) 逸用されうるところに従い，第42~45条9)賭条

項に従い算定された祖資位と純汽産。

(b) 第6条(<l)項で言及された， ilii記マハールに対す

るかれの分与権または権益に関述してかれによって於！

政府に支払われるべき地租，諸公課およびその他の納

入金の粉納分c

(c) 前記マハールに対するかれの分与椛または椛枕

に1島辿して前i蒻r5年）兵に仲介人によって支払われるペ
き地租。

(d) 第6条(e)項で言及された金額および偕入金。

(c) 規定されるその他の諸項r1。
(i) Ki頃揮f.1lii日に地fllを評価されていない地所の

場合には，地租は地方率に基づいて，またはそのよ

うな地方率の存在しない場合には，規定される語原

lillに基づいて換符される額であると品なされる。

(ii) この条項の目的のために，地所は単；•こそれが

名目的地tllに評価されているという理由によって，

地租が評価されていないと見なされるべきではない

（第40条）。

第42条は粗沢産の規定に関するもので，すなわち，第

40条の目的のためi'r.，マハールに対するかれの権益に関

述する仲介人の牛li?ti伶はつざの諸項目の総計である。

(a) かれが排他的に権利を1.iするマハー）いまたはその

一部分またば諾部分に1却述して，第38条に甚づいて一党

表に記入された牝狩照全体。

(b) かれが他の、•K• と共同で権利を有する部分または諮

邪分に関辿しては．第38条tこ甚づさ，一邸表に記彼され

た粗狩産の（マハールの一部分または語部分に対するか

れの分与楕tに比例する）一部。

ついで，土地がテカダールによってf北布されている場

合の仲介人の内lfti!aに関して，つぎのような規定が与え

られる。

第43条，地所またはその一部に対する仲介人の椛益ま

たは分与権が，柏屈i!'.［前月に，テカダールによって保有

されていた場合，第39条に含まれている諾原則に基づい

て符定された粗汽産が，同一額が仲介人に対して支払わ

れていないにもかかわらず，？ltt1に応じて，その地所ま

叫—i別に関氾して，仲介人の料咬廂と見なされる。
ラ・カダールの俯人的1!Jt作の下にあった（テカ一発行日

に貸手のシールまたは，フトカーシトであった土地以外

の）土地の場合には，庄ft産ほ滋nlされるil1:製地代率で
決定される領であると見なされる。

続いて，規定は補似金符定の基郡となるぺき純資迩額

を得るために，粗沢産から控除されるべき項目に移る。

第44条，第40条の目的のために，マハールに関連する

仲介人の純狩産はかれの祖fi旅からつぎの諸項目を控除

して符出される。すなわち，

(a) マハールに対するかれの分与権または権益に炭述

して， ·,J,j此業年度に州政府またi•ま上級土地保打者に，地

租または地代および語公課または村税として納入される
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ペきであった額。

(b) マハールに対するかれの分屈稼i：たは権利に1}牧述

して，仲介人によってilij染梁年度に規定(/.)方式で灯定さ

れ，納入されたまたは納入されるべきであった股業所得

税による額。

(C) 牙認粒砂）15％相当の経党’lしおよび取り立て不可能

な地代滞納額。

(<l) 仲介人が土地を個人的に耕作しているか，または

フトカーシト，仲介人林地または (1胆災権の帰属するシ

ール以外の）シールとして保イj している場合，第18条 l•こ

述ぺられているように，かれがW.1人的に耕作しているま

たはフトカーシト，林地またはシールとして保有されて

いる土地の部分について， ll耕郎地代半で換麻された額

から，つぎの(i)~(iii)を迩除したも()),

(i) 所定の方式で認定される土地：こI}］して， ilii殷菜

年度に支払われるべき農業所得税。

(ii) 所定の方式で認定されるiiiit足茅5年1虻に支払わ

れるぺき地租，語公課および村税。

(iii) （C)項に苫及された事rllによるその額の1.5%。

(e) 第39条(f)項に述べられているJOln釈こわたって笠定

された特許権料からの所得に対して支払われるべき所得

税と規定される率での徴収代の平掏。

(f) 第39条(g)項1こ蔽づいて決定された粗所得の95%,

それは第 6章に含まれる諸権利1こ！対述して，かれに密保

される所得の部分と見なされる。

1901年述合州地租法第78条の適用されるまたは同法第

32条(n)~(d)項に基づき，その名前が権利記録に記載され

ている地租の浜受入である所有者，下級所有者，濶所布

者，永代保有椛所持者，アウドの永久借抱人の場合に

は，第39~44条の賭条項が規定される付随的変更と作正

をもって近用され，そのような仲介人の祖ft産と純沢産
が符出される（第45条）。

テカダールの場合を除き，補杭金額は上のようにして

冗出された純沢産額の 8倍とする（第54条）。仲介人の椛

益がテカダールによって保有されるいる扮合には，その

仲介人の補依評価台帳に記iI皮されている純ftg存について

第54条に含まれる諮原則に基づいて卯定された額が，」也

所に対するかれらの権益に関述して，仲介人およびテカ

ダール両者に支払われるぺき額であるとみなされ，補iit

官はつぎの語事項を考成して，その額をかれらの間に尼

分する。

(a) もしあればテカーまたはiY借契約時に支払われた
プレミアム。
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(h) テカーの期限と条件。

(c) もしあれば，テカーの終結によりテカダー）レiこii=.

ずる批祖。

(d) テカダールの下にある地所・または語地所の粗『柑't

と純沢産。

(c) テカダールによって毎年支払われるべき術。

(f) 仲介人の権利全体が，かれによっー（取得され，永

久に保布されており，他方テカダールの権利が制限され

た性格のものであるという？jt史。

(g) 規定されたその他の詔事項（第55条）。

以上が補恨金額決定に1紺する主な条項であり，その他

は手続き事項についての規定であるので，ここでは省略

することにする。

上の規定から明らかなように，粗狡席，純fi産という
)11話の慈味は粗所得，純所得ということに等しい。この

ような；な味における純狩旅評価のために，粗狩産からの

控除される股業所得税は，ザミングーリー廃止法案が上

廂される 5カ月前の1949年2月に:Hi議会を油過成立し，

洲及効力をもって1946年7月1Hから施行された1949批

棠所得税法に1占づくもので，年l:ilt赳菜所得4200}レビー以
上の者（ただしその排作if@tが30エーカーを越えること）

に課された（注12)。これは，将来ザミンダーリーが廃止さ

れる深の補i:lt金額を少なくするための慈図（内立法である

として，地主党に攻限された。

央際に，この純？t産がどのよう i•こして仰出されるかは

のちに仮定例を用いて示すことにして，つきt．補餃金支
払い方法tこ関する規定に移る。

第68条はつぎのように規定している。この法に益づい

て支払われるぺき補償は，現金または公債または一部現

金，一部公俵で与えられるものとする。

妓初の規則では，補iit金額50）レ11ー以下の者には現金

即時払い，それ以上の者には年利2.5%,i!該瑣ji伐40年の

流油不可能，譲渡可能な公依によると定められていたが，

1954年3月に流通可能な公偵（約束手形の形態）と改め

られた（注13).,額面価額は50• 100 • 200 • 500 • 1,000 • 

5,000 • 10,000ルヒ°ーの7紐類でそれに対する利子は年

1同支払われる。］関限前のtit迎の時期および額は政府の

随滋とし，ただしその際にほ，補飢金額の少ない者が製

先的に扱われるべきであると定められている。

2. 再生補助金

第73条の規定によれば，地所または諸地所がこの法の

賭条項I•こ辿づいて取得されるすぺての（テカダール以外

0)）仲介人tt,州政府によって再生補助金を与えられる
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ことになる，，ただし，｝，i}紙F.I『-1:liiil・91にかれの諾地所にl紺

えいして，仲介人によって支払われるぺき地租額総計が］

ガルビー以上の名はそのような補功金をかえられない。

このような補助金（ま，補依金が支払われる1:1からかえ

られろことにたろ（第74条）。

第98条は再生補助金額決定方法に関する条項もそれ

によれは省諏金額決定のために評佃された純狩産に納入

地租額規模に応こて格路づけられた倍数を東じて， 3i定
される。

その倍放と補ft金額決定のための（音数ならびiこ央ft(l勺

な補償金額決定に採用される倍数を一括して示すとつぎ

のとおりである。

補t廿金回暉実質（1り
助金額

池 .;ll 在 定 頷I 領決定決＇送の h1]fit金
のためための領決定
の倍孜倍放 0)（行数

25ルピー以 f I 8 I 20 - .23 . 
25ルビーより多く杖）Iレビー以下| I 8 17 公う
50”100n  814  22 
1(）〇，， 250 11 8 11 l!l 
25°”5OO”8  8 16 

500 11 2,00(l11 8 5 13 
2,()00 " 3,500 h 8 ;j 11 
3,500 11 5,000 11 8 :l lO 
5,000,, 10,000 " 8 I !l 
10,000ルピーl:J.J7. 8 () 8 

これを，先に示したザミングーリーl語11委員会の勧告

による表と比較して，地租査定額250Jレビー以下の小ザ

ミンダールが，特に利益を受けるようになったことがIJJJ

らかである。この結果，補tit金額と再生補助金額の総計

は，同委負会の推計1.3{'1；6160万）レビーより多くなり， 15

億5300万）レビーとなった。この総額は同じような土地

改革を実施した他の諸州のそれに比校して，非常に大き

いものであることは，計画委且会の土地改革に関する報

告舌に与えられている戸袢をから見てとれる。すなわち，

それによると， アンドラ・・・8000万）レビー，ブッサ1....
5000万）レビー， ポンペイ •••4000万）レヒ゜ー， マディヤ・プ

ラデシ •••5000万）レビー， マドラス・・・6000万｝VI二゚ー， オリ

ッサ・・・~XlOO万）レビー-, ウェス l・・ペンガル・・・ 2億2000万

ルビー等に対し，ビハールが15億8000万Jレビー會ウック

ル・プラデシが 1i怨5000万｝レビーで， こ().)2 州が全•（ン

ドの補fit金推定総額43低5000万｝レビーの約70％を占めて

いる（注14)。

これが州財政にかなりの負担になっていることは，開

発府金確保のために，昨年ぬ民の反対迎勁を押し切って

地私に対する25%(}）付加説を課す措牲を採ったことにも

・---・・ 

見られる。

以上，祉ifit金 1ii生h|i助金にl対する主な条項を紹介し

たので，；1と後にそれらの規定がどのように適用され， Iiり

lI-II紹介した仲介人の権利り），州政j(J・による）収得0)効果と

どうI悶述するかを， f即iit£仮定例lを用いて示すことにす
る(ll:15)。

ここにAというザミング・ールがおり，耕池 100エーカ

ーのほかに店・—rの採雌地を所布していたとする。これi·t.

jitーザミンダールのマハールで（実際にはこ 9)ような形

瑯ま少なく，多くは数人の分与権を持つ共同相純人によ

って保布されている），政府：こ対し，地租在定額200ルビ

ーと語公課，村税45ルヒ゜ーを納入していた。 Aは30エー

ヵしーのシールのう松20エーカーとほかに10エーカー，計

30エ•ーカーを臭業労榊者を使用して tJ扉していた。シー

ルの残り 10ェーカーは小作人 S1, s~, S3 fこそれぞれ5
エーカ・-, 3エーカー， 2エーカーずつi℃されていた。

かれらの地代は 1 ニーカーにつさ‘I.09ル I~^ ー（加6)であっ

た。ほかに40上ーカーは 4人())占布小（乍人0,，0:,（）．'’ 

（）4 ;こそれ．そうれ15エーカー， 10エーカー， 8.T• ーカー， 7

エーカーずつ， J也代率（ Jニーカー当たりの池代） 4.78

Jレビーなもっ・・(i舟されており，残りの20エーカ・ーは1!!.股

小作人 l•!\, I•I2, I [」, （h, IIb iこ；とれぞJL 7エーカー，

5エーカー， 4.::r..ーカー， 4エーカー・Jミっ， J也代玲{6.0!J

ルビーをもって小作に出されていたとする。

このザミンダー）レAり）柑ft産は第39条に益づいて，っ

ぎのよう tこ評価される。

(a)項 占有小作人の地代4.78X40ー191.2（ルビー）

憔製小作人の地代， 6.09X 20=121.8（ルどー）

これに渚公課，村税を加えて， 358.0ルピー。

(b)項 Aは地租として 200)レビーしか納入していない

ので， AのシしA ル10エーカーの小作人たちは第11条の

規定に従って，肱戟権を取得することができず，した

がってそれとかれが自ら耕作している30エーカーとの

合計40エーカーは II-1所有小f'I•人に適用される地代埒只？

評価されることになる。すなわち， 4.76x40=190.4

（ルビー）。

(c)rJ~ ぉtfi¥:j也カヽら()')-I}・ヤールが年Iiり15ルビー。

(dllJ~ H：居地からの地代11又入年llil30ルビ—疇 0

(c), (f). (g)項：こ該当する，すなわら森林，特許権料、か

らの所it}がなかったものとして， Aのマハールの机汗産

評価節は上記諸項目の合計額593.4)ン i~゚ ーとなる。

補fit額決定の哉準となる純？tp砂．，評価するため：こ，第

44条の規定に辿づいて，い［ユ•(J)額からつぎの語項日が控除
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される。

(a) 地枇；祈公課，村税合計額245ルビー。

(b) 先に触れたように1949年此菜所得税法によれば，

納税義務を負うのは年1ii設染所得42009レビーであり， tこ
だし30エーカー上り多く ·M•作する若となっているので．

Aけんれを免がれ， したがってこの項に基づく控除額が

ないことになる。

(c)項に基づき，紐滋費として粗柑痙の15％相当額89.o

ルピー。

(d)項に屈づさ， Aがlflら耕作している30エーカ・ーと世

楳権の仙屈しないシール10エーカーの計40エーカーの粗

狩瓶から地租，諮公謀村税のAの理論上のii担分と粗

狩迩の15％と評価される経営iしのAのii担分を差し引い

た訛すなわち，前i若はマハし〗ルの地租，語公課，村税
の合計郷こAのシールおよび1:1('r=地の序flfi遣とマハール

全体の祖lfi旅との比を乗じて得られる額， 245x190.4-I・

593.4....78.4(）レビー），後者はマハー・ル全体の経‘ii1,tiこifiJ

じitを乗じて得られる訛89.0X 190.4-:-593.4=28.6（ル

ヒ"-)， したがっ―e，マハール0)粗沢性から控除されるペ
き紅it-.t.190.4-(78.4十お．6）`→83.4(Jレビー）となる。こ

の項の邸味するところは，ザミンダーリー廃止に当たっ

-c, j岬lの改定を行なわなかった0)で，ここでAの別論
上のJ駆ll分担．額を1n：出して，それを廃II：後にA0)所布に
残される土地に対して].t定されたと此なされる地租邸i：こ．

することにある。この分担額と経営'l'tの分担額がAの11i

沢舷額からj}ij もっ •C染し引かれたのは，すでに(a), (c.)項

においてマハ＿ル全体に関して，地租，語公課，村税お

よび経覚費が控除されているからであり，実際にはマハ

ール全体の粗汽産からAのシールと自作地の合il•40エー

カーの祖ft韮が控除される())と同じことである。すなわ

ちAは世襲権の帰屈しないシールと自ら耕作している土

地に対しては，なんら補償を受けないことになる。

(c), (f)両項：こ甚づいては，先にそのような所得がなか

ったものと仮＇足したので， したがって控除されるぺき総

計は4]7.4ルビーとなり， Aのマハールの純究座は593,,1

-417.4=176.0ルピーと評価される。この8・｛音相当額

14089レヒ°ー・が補償金として， 11倍相当額lil36ルビ←・が1り

生補助金として， Al’こ．かえられることになるわけである。

実門的には334,1]レピ ーがAに対する補ti't金となり．もlし

に対し年牙lJ*2.5％で支払われる利子と州政府の財政状

態に応じてtm立される金額がかつての純和座，すなわ｀t)
純所得176ルビーに代わる所得となるのであるが， jliilり1

糾介した第18条の規定に従っ―C, Aは1'.lら耕作していた
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30エーカーに関しては， プーミダールとなり，その土地

の保1.jを継続し，地租として，第44条(d}痴こ幽づいて符

定された78.4)レビーを納めることになる。 Aはこの外に

小作に出してあったシールJoェーカーに関しても所も枷

を椎続保持するので，かれの地租率 (1二し・・カー当たり

の地租）は 2 ル I~一弱となる。 Aの小作人たちにどのよ

うな変化が生じたかをみると， 4人の占布小作人のうち

(） 1 と o~, および l!!．股小 fl：人 5 人のうちl-I1 の 3 人が， 194!)

年此渫小作人（特権取得）法に甚づいて，かれらの地代

(}）］0（糾相当府1を納めていたどすれば．かれらは1[1保有地

のプーミダールとなって，以前の地代率の半分すなわち

01, (）2は2.3!)Jレビー・,H1は3.05Jレビーを地租率として

かれらの [H保有地に対して，所有椛を取得する•ことにな

る。残りの占有小作人と批殴小作人OJ, o~, I・h H:11 
Hゎ凡は，第 19条の規定に従って，それぞれ以前の地

代率，すなわち前2沿は4.78ルヒ兄後4者は6.09Jレビ

ーを地祖率とするシールダールとなり， 1日保有地に対し

てiil限された所布権を’ぶ受することになる。 AのシーJr.,

の小作人であったS1,S:, Sパま，第20条の規定に従っ

て，以前と同額の地代率7.09)レヒ°ーで地代を粘めること

を条件に． Aのア・テ冴ウ・プーシーとし-C,IEI保布地を排

作しつづけることになる。

上叫即I1.tょ仮定例からIJ/Jらかなように，プーミダール

とシールダールとの地租fi：：'1:!.率の格差，小作：対係がかな

らずしも荊岐したも(/)でないこと，．iた経1玲規快が不俵；

であること，そして上の例におけるAの土地無し』足業労

慟者の存在等多くの問題があるが，これらは第2部新土

地保有制度において，それに関述する語条項を紹介する

ときに言及することにするQ

（注 1) Z. A. C. Report, vol. 7, p. 401. 

（注2) Ibid., p. 402. 

（注3) Ibid., p. 341. 

Ul: 4) Ibid., pp. 343~344. 

(tl:. 5) Ibid., pp. 409,--.,410. 

0!: G) Ibid., pp.. 4Hl~4~0. 

（注7) The Pion邸 r, 1946年8月20日。

（注 8) Ibid., 1948年1(）月 9日。

（注 9) （J. I.>.Code, vol. 1. PP: 257~258. 

CH:10) CJ. P. Gazette, 1らxuao.rdinary,194炉I"7 Jl 

81:l, pp. l~li_, 

（注11) 衆議法11~1!i,）他訳，『イン 1•降法』 (;.fll 訳各 1k|

込uk船r,),58ページ。
（注12) U. P. Code, vol. 1, p. 203. 
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Ul:13) Zt、'“'zdariAboliti011 a叫伍9ldRcforms 
RIヽlc:s,l.CJ52, p. 33. 

Ul:14) Planning Commis:;ion, Re/JOrl of the Com-

mitlees of the Pwze/ o,z Land Reforms, HJ5~J, pp. 

71~76. ~-li再糾成以前の州ごとに数字が与えられてい

る。

（注15) Zamindari Abolition and Land R~fonns 

Rtヽ/es,1952, p. 200. この中にnt沢i!Jr:,純沢殺， 1illflt 
金， 1叱l=.i1liDJ]金の評価に1対する実施視llllと窃定ガ式が

Jj• えられている。

（注16) Z. A. C. Rcpori, vol. 2に与えられている

ァーグラ州における19'15~46年の平均J也代＊を仮定例

において9i！いた。シールの小fド人の場合にはアーグラ

州の場合，他の非占布小作人についてしかかえられて

いないので，アウド州のJI:,!i布小作人の率をll1いた。

《付記》

この平で，ザミソダーリー廃止公貨， 1兜lこ?illJIJJ金公訳

(/）視在までd)fit却韻を示したいと！ぶったが，そのような

沢料が得られなかった(/)でのちの低公に1国す。また， こ

れら公貨がどのように流辿しているかについては， jE確

な沢料をまだ入手していないが， 111クルクダール， ラク

J Iン市内の代理業者(/)'1話によると，ボソペイの土沼銀行

N rnncln and Sons Co.，と BarishChan<lrn Gull and 

Co.が，ラクノウ市内にある五つの代狸店を通じて，領

而{IIli額(/)70~80％で買い取り，インド国立銀行に割り引

いてもらっているとのことである。 Inザミングールのあ

る打は頷而の60％で処分したとも沿っておるが．いずれ

にしろ正確な情報は得られない。

（アジア経済研究所悔外派逍li 多Ill博ー）
＿在ラクノウ＿
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インドの経済発展と教育投資

—研究参考炎料第51集ー一

天城 照紺

｝．i; 論 インド教育の概硯
第1節教育発展0)史的考察
ー総論・各論ー一

第2節教育制躯と教甘発展の視状
＿教育行財政・学校制腐—

第1穿教育のインド（lり性格
第1節教育政策の理念と性格
~—教有政策の瓶史的背尿・教育政策の動向と課題一~
第2節教育制度の特質
＿教育の迎れた社会インド・教育制胆のインド的特’且・カースト制股と教育の機会一＿

第 3節教育内容のインド的性格
—ー教育I}、J容の多様性とその背尿・ペーシック・エデュケーションのインド的性格・伝統的人間と近
代道徳の育成・カリキュラム糾成上の払；本的問阻ー一

第2卒 インドの経済発展と教＃計画

第1節低開発国における経済発展と教＃
一序論・マンパワーの術瑛惜造の問題・教育・訓練体系の問題・経済発展における教脊供給の基本

課題—
第2節近代飛蹄期のインド経済と教脊(/)将及
一近代飛蹄期を迎えたインドの経済・インドの教育発)1k()）．程1虻・教脊投狡の観点からみた教有の普
及ー一

第3節 5カ年計画における一般教育計画
5 カ年計画と教脊の町漿•初等・中ぐr教育・高等教育．；との他—

第4節 5カ年計画におけるマンバワー・ボリシーと教宥
ー一人的賓源I}｝l発総合計画・『d用と教有計画・人的沢木裕t）'til•I113 --
第 5節 5カ年計画における教育の効果の分析と問題点
ー5 カ年計画における教有効果の分析• 5カ年計11l_1jにおける教f判しの配分―
付録
―インドの教育統計炎・文献目録ー一
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